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 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 The contact point for documentation re‑

lating to the proposal : Shinji kawasaki,

Deputy Manager of Procurement ＆ Con‑

tract Section, Technology ＆ Procurement
Department, Tohoku Regional Head Of‑

fice, East Nippon Expressway Company Li‑

mited 321, Chuo, Aoba‑ku, Sendai City,
Miyagi, Japan 9800021 Tel. 022217
1726

競争参加者の資格に関する公示
崎辺隊庁舎等新設建築工事に係る特定建設工
事共同企業体としての競争参加者の資格（以下「特
定建設工事共同企業体としての資格」という。）を
得ようとする者の申請方法について次のとおり公
示します。
平成 28 年 10 月 11 日

九州防衛局長 川嶋 貴樹
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 40
１ 工事名 崎辺隊庁舎等新設建築工事
２ 工事場所 長崎県佐世保市
３ 工事概要 本工事の概要は以下のとおり。
・隊庁舎（本部）新設（鉄筋コンクリート造３
階建／延べ床面積約4200）
・隊庁舎（一般）新設（鉄筋コンクリート造３
階建／延べ床面積約2400）

４ 工期 平成30年２月28日まで。
５ 競争参加資格審査申請書の交付期間等
 交付期間 平成28年10月11日から同年12月
15日まで（行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定する
行政機関の休日（以下「行政機関の休日」と
いう。）を除く。）の毎日、午前８時から午後10
時（金曜日は午後６時）まで。ただし、最終
日は午後５時まで。
 交付場所 防衛施設建設工事電子入札シス
テムセンター
http://www.mod-eboc.go.jp

 その他 特定建設工事共同企業体として資
格を得ようとする者に交付する。

６ 申請書の提出期限等
 提出期間 平成28年10月11日から同年10月
31日までの行政機関の休日を除く毎日、午前
９時から午後５時まで。ただし、正午から午
後１時までの間を除く。
 提出場所 〒8120013 福岡県福岡市博多
区博多駅東２10７福岡第２合同庁舎 九
州防衛局総務部契約課 ＴＥＬ092483
8829
 提出方法 申請書に次に掲げる書類を添付
し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）若しく
は託送（書留郵便と同等のものに限る。）によ
り提出すること。
ア 総合評定値通知書（建設業法（昭和24年
法律第100号）第27条の29第１項の請求に
より国土交通大臣又は都道府県知事から通
知されたもの。）で平成27・28年度資格審査
申請の際に提出したものの写し
イ 共同企業体協定書の写し
ウ 工事経歴書（下記７アの要件を満たす
工事の施工実績を記載したもの。）

 その他 申請書及び添付書類は、日本語で
作成すること。申請書は、平成28年11月１日
以降、当該工事に係る開札の時まで（行政機
関の休日を除く。）随時、受け付けるが、当該
開札の時までに審査が終了せず、競争に参加
できないことがある。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
者２又は３者の組合せとする。
ア 防衛省における平成27・28年度一般競争
（指名競争）参加資格（以下「防衛省競争
参加資格」という。）のうち、建築一式工事
で級別の格付を受け、九州防衛局に競争参
加を希望している者であること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
く再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、再度級別
の格付を受けていること。）。
イ 防衛省競争参加資格の「建築一式工事」
に係る経営事項評価数値（資格審査結果通
知書の記３の経営事項評価数値欄の点数）
が1200点以上であること。ただし、特定
建設工事共同企業体の代表者以外の構成員
は、1000点以上であること。
ウ 競争参加資格確認申請書の提出期限の日
から認定を行う日までの期間に、九州防衛
局長から、工事請負契約等に係る指名停止

等の措置要領について（防経施第5989号。
27. 4. 1）又は工事請負契約等に係る指名
停止等の措置要領について（防整施（事）
第150号。28. 3.31。）に基づく指名停止を
受けていないこと。
エ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者（受注者が共同体である場合におい
ては、当該共同体の各構成員をいう。以下
同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次に掲げる要件を満たす
ものとする。
ア 代表者は、平成13年度以降入札公告日ま
でに、元請けとして完成・引渡しが完了し
た工事のうち、構造が鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造の２階建て以
上で、延べ面積2500以上／（１棟当り）
の新設建築工事を施工した実績（原則、着
工から完成まで従事）を有すること（建設
共同企業体の構成員としての実績は、出資
比率が20％以上のものに限る。）。
代表者以外の構成員は、平成13年度以降
入札公告日までに元請けとして完成・引渡
しが完了した工事のうち、構造が鉄筋コン
クリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の
平屋建て以上で、延べ面積1200以上／
（１棟当り）の新設建築工事を施工した実
績（原則、着工から完成まで従事）を有す
ること（建設共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上のものに限
る。）。
イ 建設業法の建築工事業につき許可を有し
ての営業年数が５年以上であること。
ウ 建築一式工事に係る監理技術者又は国家
資格を有する主任技術者を工事現場に専任
で配置できること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、アの代表者に
求める施工実績及び配置予定技術者の条件を
有するものとする。また、代表者の出資比率
は、構成員中最大であるものとする。

８ 上記７アに掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定建設工事共同企
業体も上記６により申請することができる。こ

の場合、上記７アに掲げる競争参加資格の級
別の格付を受けていない者は、上記７ア及び
イに示す構成員の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定建設工
事共同企業体として資格の審査が終了していな
いとき又は上記７アに掲げる競争参加資格の
級別の格付を受けていない者が当該工事の開札
までに上記７ア及びイに示す構成員の要件を
得ていないときは、特定建設工事共同企業体と
しての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知
「資格審査結果通知書」により通知する。

10 資格の有効期間
資格審査結果通知の日から工事請負契約の履
行後３か月以内を経過するまでとする。ただし、
当該工事の受注者以外の者であっては、当該工
事の請負契約が締結された日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「崎辺
隊庁舎等新設建築工事〇〇〇建設・〇〇〇建
設・〇〇〇建設建設共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示す手続きに従
い、資格審査結果の通知を受けていなければ
ならない。

競争参加者の資格に関する公示
阪神高速道路株式会社における平成29・30年度
建設工事及び平成29～32年度測量・建設コンサル
タント等の業務についての契約を締結する場合の
一般競争（指名競争）参加資格を得ようとする方
の申請方法等について、次のとおり公示します。
平成 28 年 10 月 11 日

阪神高速道路株式会社
代表取締役社長 幸 和範

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27
〇平成 28 年阪神高速公告第 20 号
１ 工種及び業種の区分 工種及び業種の区分
は、次のとおりとします。
なお、建設工事の工種の後のかっこ書きは、
各工種を申請するのに必要とされる建設業法
（昭和24年法律第100号）の許可の種別を表し
ています。
〔建設工事の場合〕
 土木（土木工事業）
 橋梁（メタル）（とび・土工工事業、鋼
構造物工事業又は解体工事業）
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